
各省ヒアリングの対象事業等について 
 

 ヒアリング対象事業等 業務の概要 残された主な論点 

(１)社会保険庁関連 
 ○国民年金保険料収納事業 

 
・国民年金保険料の未納者に対する納付勧奨業務等 

(２)ハローワーク関連  
○人材銀行事業 ・管理職や専門・技術職に特化した無料の職業紹介サービス 

○キャリア交流プラザ事業 ・求職者(特に管理職経験者や技術者)に対する就職支援業務 
（ｷｬﾘｱ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞの実施やｾﾐﾅｰの開催等） 

 

○求人開拓事業 ・求人情勢の厳しい地域で就職先企業を開拓する事業 
(３)独立行政法人（雇用・能力開発機構）関連  

・アビリティガーデンにおける職業訓練事業 ・ホワイトカラー向けの職業訓練業務等 

１．「規制改革・民間開放推進 3か年計画（再
改定）」において、平成 19 年度以降、法律
に基づき官民競争入札等の対象とするこ
とが既に予定されている国等の公共サー
ビス 

 
 ・「私のしごと館」における体験事業 ・適職の選択等、若者のｷｬﾘｱ形成を支援するための職業体験事業 

 
 
 
●入札等の方法 

 

２．「規制改革・民間開放推進 3か年計画（再
改定）」に盛り込まれていないものの、「国
の行政機関の定員の純減について（平成 18 
年 6 月 30 日 閣議決定）」において、官民
競争入札等の実施が明記されており、現時
点において、平成 19 年度以降、法律に基
づく官民競争入札等の対象として、基本方
針に新たに盛り込む見込みのある国等の
公共サービス 

○登記関連業務（乙号事務） ・各種登記（不動産・商業登記）に関する登記事項等証明書の交
付事務 

●官民競争入札等の実施に向けたスケジュール、入札方
法その他の具体的な内容 

３．「規制改革・民間開放推進 3か年計画（再
改定）」において、平成 19 年度以降に官民
競争入札その他の民間開放を実施するこ
とを前提に検討することとされている国
等の公共サービス 

○統計調査関連業務 ・「科学技術研究調査」及び「個人企業経済調査」の実地調査にか
かわる業務 

・総務省所管の上記２指定統計調査以外のすべての指定統計調査
の実地調査にかかわる業務 

・(独)統計センターの業務 

●「３か年計画」を具体化し、総務省所管の指定統計調 
査等の民間開放について基本方針に盛り込むための検
討 

(１)社会保険庁関連   

・厚生年金保険等の未適用事業所に対する適用促進事業 ・厚生年金保険、政府管掌健康保険に加入義務がある法人若しく
は従業員５人以上の個人事業所について、未適用のものに対す
る適用促進を図る事業 

 
 

・年金電話相談センター ・電話による年金相談を実施する事業 

●平成 19 年度以降の取扱いに関する検討 

４．「規制改革・民間開放推進 3か年計画（再
改定）」において、モデル事業を実施し、
その結果も踏まえ、平成 19 年度以降の取
扱いを検討することとされている国等の
公共サービス 

(２)(独)中小企業基盤整備機構が管理・運営する中小企業
大学校における研修事業 

・中小企業の人材を育成するための研修・講習等の実施 ●試行的な実施結果の検証と将来の取扱いに関する検討 

(１)独立行政法人関連  
・科学技術振興機構 ・「日本科学未来館」の運営、科学技術振興調整費の審査事務・執

行事務等 
・日本学生支援機構 ・奨学金貸与業務、留学生支援のための留学生会館の管理･運営 
・航海訓練所 ・法人が実施する日本人船員の育成業務 

 

・鉄道建設・運輸施設整備支援機構  

●監理委員会での今後の取扱い ５．上記のほか、「規制改革・民間開放推進 3
か年計画（再改定）」＜市場化テスト関連
部分＞において、個別に記述されている国
等の公共サービス 

(２)行刑施設関連業務 ・庁舎警備、構外巡回警備、保安事務、被収容者カウンセリング、
窓口受付等の施設の警備や被収容者の処遇に関わる補助事務 

●ＰＦＩ・特区方式の成果の検証 

※１ ○印に下線を付したものが今回のヒアリング対象事業 
※２ 地方公共団体が実施する業務については、地方公共団体が官民競争入札等を自発的に実施する場合に、これを可能とするため、関係法律に関する特例措置を「公共サービス改革法」において整備することとしており、戸籍法

等の窓口関連の６業務については、既に特例措置を設けた。今後、地方公共団体や民間事業者の提案等も踏まえつつ、官民競争入札等が可能な業務があるかについて検討を進め、結論が得られたものについて、逐次、必要な措
置を講じる。 

資料２ 



入札 事業開始 事業期間

○国民年金保険料収納事業
①H17年10月～18年9月
②H18年7月～19年9月（新規）
H18年10月～19年9月（継続）

H19年8月頃までに実施 H19年10月 3年程度の複数年

・厚生年金保険等の未適用事業所に対す る適
用促進事業

①H17年6月～18年3月
②H18年5月～19年3月

　 　 　 　

・年金電話相談事業
①H17年10月～19年9月
②H18年10月～19年9月

　 　 　 　

○人材銀行事業 H18年中に実施 H19年4月 3年間

○キャリア交流プラザ事業
①H17年6月～18年5月
②H18年6月～19年3月

H18年中に実施 H19年4月 3年間

○求人開拓事業
①H17年6月～18年5月
②H18年6月～19年3月

H18年中に実施 H19年4月 1年間

・アビリティガーデンにおける職業訓練事業
①H17年6月～18年3月
②H18年4月～19年3月

H18年11月頃までに実施 H19年4月 1年間

・「私のしごと館」における体験事業 H18年11月頃までに実施 H19年4月 3年間

・中小企業大学校旭川校における市場化テスト
（モデル事業）

H18年10月～20年3月

○登記事項証明書交付等事業 H19年度中に実施 H20年度 未定

(5)統計調査関連業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　○「個人企業経済調査」、「科学技術研究調査」
その他の総務省所管の指定統計調査

H18年7月～9月及び10月～12月
※「個人企業経済調査」試験調査

9月末までに総務省所管の
すべての指定統計調査等の
民間開放実施のための計画
を策定

　 ○統計センターの業務 　

9月末までに統計センターの
業務の民間開放に向けて必
要な方策を検討し結論を得
る。

(3)独立行政法人関連業務

(4)登記関連業務

[雇用・能力開発機構]

[中小企業基盤整備機構]

※○印に下線を付したものが今回のヒアリング対象事業

各事業の実施スケジュール

公共サービス法に基づく事業等
モデル事業等実施期間 備考

(1)社会保険庁関連業務

(2)ハローワーク関連業務



 

 法の公布 
＝線路を敷設すること 

 法の施行 
＝列車を走らせること 

A 駅 

B 駅 

C 駅 

D 駅 

公共サービス改革法のイメージ（不断の改革） 

 対象事業の第二弾 
＝B駅で積む荷物 

 対象事業の第一弾 
＝A駅で積む荷物 

 線路は続くよどこまでも 
（改革法は恒久措置） 


